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　障害者福祉活動基金は、国際障害者年を記念して区が創設し、その後区民や団体、事業者等の

皆様からいただいた寄附金を積み立てたものです。

　障害者福祉活動基金の利子を財源の一部とし、障害者の自立及び社会参加を促進する活動に対し

助成金を交付する制度が障害者福祉活動事業助成制度です。

　（１）自立のための社会的活動を行う障害者とその家族

　（２）区内在住の障害者に対する援助活動を行う区民（法人その他の団体を含む。）

　

　別表「助成対象経費項目一覧表」に定めるとおり

　※当該年度に支出した経費を対象とします。

　※講師謝礼は区の基準額を上限額としますので、申請時には経費内訳書の記入例をよく

　　お読みになって書類を作成してください。

　助成対象額の５分の３の額（上限１００万円）

Ⅰ　障害者福祉活動基金と障害者福祉活動事業助成制度の概要

Ⅱ　助成について

　区内に住所を有する障害者のために行う、次の各号のいずれかに該当する事業

　（１）学習事業及び研修事業

　（２）調査研究事業

　２　助成対象事業

　１　助成対象者

　４　助成額

　（３）福祉教育事業及び啓発事業

　（４）福祉器具及び福祉器材の開発、整備等に関する事業

　（５）他の模範となる事業

　（６）その他区長が認めた事業

　３　助成対象経費



（４月）

（５月～６月）

（６月） （６月）

（６月～７月）

（１０月）

（３月）

助成金請求・支払

　５　手続きの流れ

交付申請

配分委員会

交付申請結果の通知

不交付決定 交付決定

中間報告

実績報告

精算

【交付決定から入金までの流れ】

交付決定通知書とともに次の書類を送りますの

で必要事項を記入し返送してください。書類の提

出を受け、指定の金融機関へ助成金を振り込み

ます。

・新宿区障害者福祉活動事業助成金支払請求

書 （第４号様式）

・口座振替依頼書

・委任状(申請者以外の口座名義への振込を希

望される場合のみ）

【配分委員会の協議】

助成金の効率的運用、適正な配分を図ることを
目的とした機関で、助成金の配分に関して協議を
します。

【助成金の交付決定】

配分委員会の意見を聞いて、区が助成金の交
付先及び助成額を決定し、申請団体に通知します。

【中間報告書の提出】

１０月１日時点での活動状況について記載
してください。

【実績報告書兼精算書の提出】
助成事業終了後、速やかに次の書類
を提出してください。
・実績報告書兼精算書（第５号様式）
・経費内訳書
・事業評価シート
・事業実施を証する資料

【助成金の申請】

申請には次の書類の提出が必要です。
・新宿区障害者福祉活動事業助成金交付申請書

（第１号様式）
・経費内訳書
・団体の概要書
・団体の設立趣旨や日常の活動がわかる資料



　区は、助成事業の円滑かつ適正な遂行を図るため、必要があると認めたときは、助成事業の遂行の

状況について調査を行うことがあります。

　（１）次のいずれかに該当すると認められるときは、交付決定を取り消し助成金の全部又は一部の

　　返還を求めることがあります。

　　①偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき

　　②助成金を他の用途に使用したとき

　　③助成金の交付決定の内容、それに付した条件、新宿区障害者福祉活動基金条例施行規則に

　　　基づく命令及びその他の法令に違反したとき

　（２）（１）に定めるもののほか、実績報告を受け助成金の額を確定し、既に交付した助成金の額

　　　から確定した助成金の額を控除して残余金がある場合は、当該残余金の返還を求めることが

　　　あります。

・経費内訳書

・団体の概要書

・団体の設立趣旨や日常の活動がわかる資料

・申請者以外の口座名義へ振込を希望する場合、

　委任状

・経費内訳書（領収書等を含む）

・事業評価シート

・事業実施を証する資料

（事業実施時の写真、ちらし等）

　６　区の調査等について

　７　助成金の返還

●上半期が終了
したとき

提出書類 添付書類

（定款、会則、当該年度の予算書及び前年度の決算
書、会員名簿等）

●事業が終了し
たとき

・中間報告書

・実績報告書兼精算書（第
５号様式）

　８　提出書類と添付書類

・新宿区障害者福祉活動事
業助成金交付申請書（第１
号様式）

●申請するとき

●交付決定を受
けたとき

・新宿区障害者福祉活動事
業助成金支払請求書（第４
号様式）
・口座振替依頼書



※各助成対象経費項目について、新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止した場合に係る経費を含む。

※講師謝礼区基準額（１時間単位、所得税・消費税を含む）

講師謝礼については、以下の金額を上限とする。

※講師謝礼について
は、以下の区基準額を
上限額とする。

別表　助成対象経費項目一覧表

助成対象経費項目 内容 備考

①　謝礼

講師謝礼

指導員謝礼

その他謝礼

②　消耗品費

学習材
個人に帰属するものを
除く。

印刷費 コピー代を含む。

郵送代（配布物及び資料配布の発送経費、郵便切
手購入費等）

その他事業実施において必要と認められるもの

③　会場及び付帯設備利用料
事業実施時に使用する会場及び付帯施設に係る
費用

④　材料費 事業実施に直接必要な材料の購入費

⑤宿泊費・バス等交通機関利
用料

生活訓練等の宿泊を伴う事業における宿泊施設利
用料とその実地踏査等の事前調査に要する交通費
等

タクシー代を除く。なお、
遠隔地で実施することが
障害者の社会参加や自
立訓練上必要不可欠な
場合についてのみ助成
対象とし、単なるレクリ
エーションを目的とした
移動にかかる経費は対
象外とする。

障害者が当該事業に関連のある大会等に参加する
ために必要な交通費及び宿泊施設利用料

バス等利用料、駐車料金、有料道路料金及びレン
タカー利用時に負担する免責保険料、燃料費

その他事業実施において必要と認められるもの

高専准教授・講師、小・中・高校教諭、民間技能者官公庁係長以下 9,500円

都・他区の講師 4,750円

大学教授、弁護士、公認会計士、医師、ジャーナリスト、著名民間学者、民間企業
最高管理者、官公庁 局・部長級 13,700円

大学准教授、短期大学教授、民間専門研究者　民間企業中間管理者、官公庁課
長級、小・中・高校校長 12,200円

大学講師・助手、短期大学准教授・講師等、高専教授、民間技術者、官公庁課長
補佐級、民間企業下級管理者、小・中・高校副校長 10,500円



第1号様式（第5条関係）
（平15規則59・一部改正）

新宿区障害者福祉活動事業助成金交付申請書
年 月 日

　　新宿区障害者福祉活動基金条例施行規則第４条の規定により、下記のとおり助成金の交付を
申請します。

記

１　申請額 円

新 宿 区 長

担当者氏名及び連絡先

新宿　花子
（連絡先　０８０－１２３４－５６７８）

25,000

代表者氏名
特定非営利活動法人しょうがいふくし
　　　　　　代表　新宿　太郎

住所
新宿区歌舞伎町１－４－１

電話
０３－５２７３－４５１６

記入例

正式な団体名と、代表者の肩書も忘れずに記入



２　　事業計画書 団体名

１　事業名 □新規　　　　□継続 ２　予定参加者(延人数) うち区民

　　☑障害者 １０名 １０名

○○○○○○○○○事業     ☑障害者の家族 ３０名 ２０名

    ☑ボランティア １０名 ０名

　　☑その他 ２名 ０名

３　事業目的・趣旨 (申請者用手引きⅡ助成について２助成対象事業の該当事業をご記入下さい。)

学習事業及び研修事業

４　事業内容（実施プログラム）　（内容、実施時期、時間、場所、講師等を具体的にご記入下さい。）

内容  ：講師を招いて講演会を行う

実施予定日 ：○月○日（　）　午後1時～3時

会場 ：○○ホール

対象 ：障害児者の保護者　30人

スケジュール ：当日午前から会場設営

具体的内容 ：講師　○○○○（○○大学教授）講演会テーマ「○○○○○○」

関係機関 ：特になし

5　団体の概要（団体が申請する場合）

(1) 設立年月日

(2) 会員数

(3) 主要な事業

６　この事業について他の補助金を申請している場合

(1) 申請先

(2) 申請年月日

(3) 申請額

３　収支内訳（予算）

金額 説明 金額

(注）経費支出内訳がわかるものを添付すること。

合計 44,800 合計 44,800

その他
(講師謝礼上乗せ分)

2,600
障害者福祉活動事業
助成対象外

⑤宿泊費・バス等交
通機関利用料

④材料費

会負担金 4,800
③会場及び付帯設
備利用料

参加費 15,000 ＠500×30人 ②消耗品費 4,800 コピー代

障害者福祉活動事
業助成金

25,000 ①謝礼 37,400
講師謝礼・ボラン
ティア謝礼

【特定非営利活動法人しょうがいふくし】

収　　　入 支　　出

科目 科目 説明



事業名：

科  目 詳  細 金        額

時間単価 時間 人数 回数

講師謝礼 (1)＠ 15,000 × 2 × 1 × 1 30,000

（大学教授・２時間の
講演会） (2)＠ × × ×

うち助成対象額　27,400
（＠13,700×2時間）

ボランティア謝礼 (3)＠ 500 × 2 × 10 × 1 10,000

（講演会中の障害児者
の見守り） (4)＠ × × ×

(5)＠ × × ×

単価 数

コピー代 (1)＠ 6 × 800 ＝ 4800 4,800

(2)＠ × ＝

(3)＠ × ＝

単価 人数 回数

(1)＠ × × ＝

(2)＠ × × ＝

単価 数

(１)＠ × ＝

(2)＠ × ＝

単価 回数

(1)＠ × ＝

(2）＠ × ＝

小計 （①＋②＋③＋④＋⑤） 44,800

助成対象額 （①＋②＋③＋④＋⑤） 42,200

助成対象額×補助率5分の3 （千円未満切捨て） 25,000

申請額 25,000

④材料費
(事業実施に直接
必要な材料の購
入費)

⑤宿泊費・バス等
交通機関利用料・
保険料（高速道路
料金、燃料費等）

（助成対象額×補助率5分の3の額と100万円のいずれか少ない額）

　※記載欄が不足する場合は、適宜行を増やして記載すること。
　※助成対象経費の支出内訳については、単価と規模(数量等)を明記すること。

経費内訳書 (申請時）
○○○○○○○○事業

内　　　　　訳

①謝礼
(講師、指導員、ボ
ランティア等。区
基準額を上限とす
る)

②消耗品費
(個人に帰属する
ものを除く学習
材、印刷費、コ
ピー代金、郵送費
等)

③会場及び付帯
設備利用料(入園
料、会議室料金
等）

≪区の講師謝礼基準額≫

都・他区の講師 ４，７５０円

高専准教授・高校教諭 ９，５００円

高専教授・民間技術者 １０，５００円
大学準教授・民間専門研究者 １２，２００円

大学教授・一流ジャーナリスト １３，７００円

記入例

別表の「講師謝礼区基準額」が上限となります。
実支出額（３０，０００円）の下段に、助成対象額
（２７，４００円）を記入してください。

「講師謝礼の助成対

象額」+「それ以外の謝

礼」＝①´

助成対象額のみの合計金額を記入しま

す。
＝①’＋②＋③＋④＋⑤

４２，２００×３／５＝２５，３２０円

ですが、千円未満切り捨てのため、
２５，０００と記載します。



　団体の概要書

団　体　名

所在地

設立（活動）開始年月

（設立年月）

会員数 ○○
(構成員数) 名

新宿区
その他（　　　　　　）

（ふりがな）　　とくていひえいりかつどうほうじん

　　　　　　　　特定非営利活動法人　しょうがいふくし

〒　１６０‐８４８４　　新宿区歌舞伎町１－４－１

代表者氏名 （ふりがな）　　しんじゅく　たろう

　　　　　代表　新宿 　太郎

担当者氏名   　 新宿　花子

　　　住所　　　同上

　　　電話　　　０８０（１２３４）５６７８

　　e-mail　　shogaifukushi@○○○.jp

　　　　○年○月　　活動歴　○年○か月（令和５年３月末日現在）

※特定非営利活動法人の場合（法人設立　　　　○○年○月）

入会条件

主な活動地域

団体の目的

※団体の設立趣旨や日常の活動がわかる資料（定款、会則、当該年度の予算書及び前年度の決算書、会
員名簿等）を添付して提出すること

主な活動

これまでに助成金や委
託を受けた実績

（１）平成２１年度～平成２３年度 ○○○事業に対して、××財団○○助成を受
ける。
（２１年度：○○○円、２２年度：○○○円、２３年度：○○○円）

（２）平成２４年度～平成２８年度まで △△△事業に対して、新宿区障害者福祉
活動事業助成を受ける。
（２４年度：○○○円、２５年度：○○○円、２６年度：○○○円、２７年度：○
○○円、２８年度：○○○円）

広報関係の有無

（会報、広報誌等の発行）
会報「○○○○」を毎年○月、○月、○月、○月に発行

　有　（年　４　回発行）　　　／　　無

（ホームページ）
　　　　　ホームページ「○○○○○」を公開・運営

　　　　有　（URL　　　www.○○○○.jp　　　）　／　無

記入例

正会員、賛助会員等の区別があれば、種別ごと
の入会条件、また年会費等についても記入して下
さい。

定款等に定められている団体の目的について、記入してください。

団体の主な活動について、具体的に記入してください。

※ 助成金申請事業のみでなく、団体全体の活動について記入して

ください。

※ 助成金・委託を受けた実績があれば、被助成時期、被助成事業名、助成

金名称、被助成金額を事業ごとに記入してください。実績がない場合は「実績

なし」と記入してください。



新宿区歌舞伎町１－４－１

０３－５２７３－４５１６

担当者氏名    

○○○○○○○○○事業

２　実施内容 裏面事業評価シート（中間報告）のとおり

中　間　報　告　書

　　　　年　　　　月　　　　日

新 宿 区 長

事業実施者
（団体名及び代表
者氏名）

住　　　　所
（団体所在地）

電　　　　話

新宿　花子
（連絡先　０８０－１２３４－５６７８）

　令和    年度 新宿区障害者福祉活動事業助成対象事業について、下

記のとおり中間報告します。

記

１　事業名

特定非営利活動法人しょうがいふくし
　代表　新宿　太郎

記入例

申請時と同じ書き方で記入してください。



項　　　　　　目
自己評価

（５点満点で）
評価備考

事業実施状況
（当初の予定どおりに事
業を実施できているか）

現在までの
事業実施による効果

基準日現在の
事業実施上の問題点

問題点の解決
（今後どのように解決して
いく予定か）

　５段階評
価

基準日現在の
参加者の満足度

基準日現在の
事業実施者の満足度

今後の方針

団　体　名

　上記の問題点をどのように解決するか、又は
解決したかを記入してください。

　特定非営利活動法人しょう
がいふくし

２５，０００円

事業助成金使用額
（基準日現在）

　基準日現在の使用額を記入
してください。

事業助成金
使途

　事業実施による事業実施者の満足度を記入
してください。

全体予算額 ４４，８００円
事業助成金
交付額

　10月1日までの事業実施状況を振り返り、今
後の方針を記入してください。

事業評価シート（中間報告）　　　令和　　年度
　　　（基準日：　　年10月1日現在）

謝礼、消耗品費

１/１ページ

事　業　名 　○○○○○○○○○事業

＊　各項目について５段階で評価してください。
５　　---------　３　---------　１
よい　　　　　　　普通　　　　　　　悪い

評価合計

事
業
計
画

対象者

開催場所

開催日時・回数

実施方法
　

目的

説　　　　　明

事
業
評
価

　１0月１日までの実施状況を記入してください。

　上記の事業実施による効果を記入してくださ
い。

　上記の事業実施にあたり生じた問題点を記入
してください。

　事業実施による参加者の満足度を記入してく
ださい。

記入例

交付申請書に記載した事業計画を記入してください。

※事業計画に変更があった場合は、変更後の内容を記入
し、変更したことを明記してください。

コメントを記述
してください。

１０月１日現在で事業を実施していなくても、事業の実施に向けた準備をして
いる場合は、準備の進捗状況を記入してください。
（「未実施」のみの記載や空欄では、状況を把握できません）



第５号様式(第15条関係）

　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

団体名
代表者氏名

住所

電話

担当者氏名及び連絡先

新宿区障害者福祉活動基金条例施行規則第１５条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

　　　記

１　精算額　　　　　

収入（助成金受領済額）

支出（助成対象経費）

正当助成額（支出×５分の３）

返還額（収入－正当助成額）

　　実　　績　　報　　告　　書　　兼　　精　　算　　書

新 宿 区 長

　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　　円

経費内訳書の助成
対象額を記入してく
ださい。

経費内訳書の正
当助成額を記入し
てください。

経費内訳書の
返還額を記入し
てください。



２　　事業報告書 団体名

１　事業名 □新規　　　　□継続 ２　実績延参加者

☑障害者 5名(申請5名) 5名(申請5名)

 ○○○○○○○○○事業 ☑家族 14名(申請20名) 10名(申請10名)

（申請書の事業をご記入ください。） ☑ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 11名(申請10名) 8名(申請0名)

☑その他 2名(申請2名) 0名(申請0名)

３　事業内容（実施プログラム）　（内容、実施時期、時間、場所、講師等を具体的にご記入下さい。）

申請書の事業内容を具体的にご記入ください。

４　この事業について他の補助金を申請した場合

(1) 申請先

(2) 交付決定年月日

(3) 交付額

３　収支内訳（実績）

金額 説明 金額

(注）経費支出内訳がわかるものを添付すること。

合計 91,600   合計 91,600   

その他
(講師謝礼上乗せ分)

2,600     
障害者福祉活動事業助成
対象外

⑤宿泊費・バス等交
通機関利用料

49,000   
バス借り上げ、保険料、

高速代

会負担金 28,600   ④材料費 0

参加費 10,000   ＠500×20人
③会場及び付帯設
備利用料

3,000     
障害者福祉センター

12回分

障害者福祉活動事業助成
金　返還金(マイナス計上)

-1,000   ②消耗品費 1,600     資料コピー代,郵送代

障害者福祉活動事
業助成金

54,000   ①謝礼 35,400   
講師謝礼・ボランティア
謝礼

【       ●●●　               】

うち区民

収　　　入 支　　出

科目 科目 説明



事業名：〇〇〇〇〇〇〇〇

科 　 目 詳 　　　 細 金        額 備　　　考

単価 時間 人数 回数

講師謝礼 申請 (1)＠ 13,700 × 2 × 1 × 1 27,400

〇〇大学教授講演謝礼 実績 (1)＠ 15,000 × 2 × 1 × 1 30,000 2600円は対象外

ボランティア謝礼 申請 (2)＠ 500 × 2 × 9 × 1 9,000

ボランティア（講演会最
中の障害児者見守り

実績 (2)＠ 500 × 2 × 8 × 1 8,000

申請 (3)＠ × × ×

実績 (3)＠ × × × .

申請 (4)＠ × × ×

実績 (4)＠ × × ×

単価 数
コピー代 申請 (1)＠ 10 × 150 1,500

講演資料 実績 (1)＠ 10 × 100 1,000

郵送費 申請 (2)＠ 120 × 5 600

切手 実績 (2)＠ 120 × 5 600

申請 (3)＠ ×

実績 (3)＠ ×

単価 人数 回数

障害者福祉センター 申請 (1)＠ 250 × × 12 3,000

小会議室 実績 (1)＠ 250 × × 12 3,000

申請 (2)＠ × ×

実績 (2)＠ × ×

単価 数

申請 (1)＠ × ＝

実績 (1)＠ × ＝

申請 (2)＠ × ＝

実績 (2)＠ × ＝

単価 回数

研修会バス借り上げ 申請 (1)＠ 50,000 × 1 50,000

実績 (1)＠ 49,000 × 1 49,000

申請 (2)＠ ×

実績 (2)＠ ×

申請 (3)＠ ×

実績 (3)＠ ×

申請 91,500

実績 （①＋②＋③＋④＋⑤） 91,600 2600円は対象外

助成対象額 （①＋②＋③＋④＋⑤） 89,000

助成対象額×補助率5分の3 （千円未満切捨て） 53,000

正当助成額 53,000

収入 （助成金受領済額） 54,000

返還額 （収入-　正当助成額） 1,000

③会場及び付
帯設備利用料
(入園料、会議
室料金等）

④材料費
(事業実施に直
接必要な材料の
購入費)

⑤宿泊費・バス
等交通機関利
用料・保険料
（高速道路料
金、燃料費等）

小計

（助成対象経費×補助率5分の3の額と助成
金受領済額のいずれか少ない額）

　※記載欄が不足する場合は、適宜行を増やして記載すること。
　※助成対象経費の支出内訳については、単価と規模(数量等)を明記すること。
　※申請者(団体正式名称）宛ての領収書(原本)を添付すること。

経費内訳書 (実績報告時）

内　　　　　訳

①謝礼
(講師、指導員、
ボランティア等
区基準額を上限
とする)

②消耗品費
(個人に帰属す
るものを除く学
習材、印刷費、
コピー代金、郵
送費等)



（該当項目は、○で囲んでください。）

１　団体名

２　事業名

８　収支内訳について、申請時（予算）と実績報告時（実績）の内訳に違いがありますか。
　
　　①　大幅に変更している　　　　　　　②　多少変更している　　　　　　　③　ほとんど同じ

９　上記で①又は②に○をつけた場合、なぜ収支内訳が変わったのですか。

１０　活動事業助成金の有効活用法・反省点・改善策等

１１　全体を通しての感想、まとめ

実績報告・評価

３　事業の参加人数について、想定（例年）と比べていかがでしたか

４　事業目的・趣旨について、計画どおりの成果を上げられましたか

　事業目的・趣旨の番号　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

 
５　事業の成果について、そのような評価をした理由を教えてください

６　事業内容（実施プログラム）について、計画どおりに実施できましたか

７　上記で①または②に○をつけた場合、なぜ計画どおり実施できなかったと思いますか（複数回答可）。
　
　　①　計画に無理があった　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ④　参加者が少なく取り組む意欲がなくなった
　
　　②　団体メンバーで活動に対する共通認識を図れなかった     ⑤　その他（                                        )

　　③　助成金以外の資金が足りなかった

①
想定（例年）より
少なかった

③
想定（例年）よ
りも 多かった

②
ほぼ想定した（例年）
通りだった

①
まったく成
果が上がら
なかった

④
想定した以
上の成果を
上げられた

②
あまり成果
が上がらな
かった

③
想定した通
りの成果を
上げられた

①
まったくできなかった

④
計画どおりできた

②
あまりできなかった

③
だいたいできた

詳細な内容がある場
合には別紙を添付で
かまいませんが、の
欄には、”まとめ”をご
記入ください。

事業目的・趣旨

(1) 学習事業及び研修事業
(2) 調査研究事業
(3) 福祉教育事業及び啓発事業
(4) 福祉器具及び福祉器材の開発、

整備等に関する事業
(5) 他の模範となる事業
(6) その他区長が認めた事業


